
                                (単位：円)　
資産の部

科                     　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増   　減
固定資産 68,012,855,862 65,439,667,849 2,573,188,013
　　有形固定資産 47,924,062,608 49,200,718,857 △ 1,276,656,249
　　　　土地 16,561,504,584 16,561,504,584 0
　　　　建物 25,229,842,437 26,218,372,091 △ 988,529,654
　　　　構築物 1,692,513,149 1,587,147,622 105,365,527
　　　　教育研究用機器備品 1,523,601,609 1,679,355,227 △ 155,753,618
　　　　管理用機器備品 154,033,810 172,183,197 △ 18,149,387
　　　　図書 2,753,513,799 2,736,078,421 17,435,378
　　　　車両 9,053,220 18,388,902 △ 9,335,682
　　　　建設仮勘定 0 227,688,813 △ 227,688,813

　　特定資産 17,557,500,019 13,800,592,648 3,756,907,371
　　　　第２号基本金引当特定資産 0 600,000,000 △ 600,000,000
　　　　第３号基本金引当特定資産 28,000,000 28,000,000 0
　　　　退職給与引当特定資産 1,331,960,656 1,334,769,406 △ 2,808,750
　　　　減価償却引当特定資産 11,956,567,866 7,395,172,917 4,561,394,949
　　　　財政調整資金引当特定資産 4,193,001,607 4,393,910,455 △ 200,908,848
　　　　奨学資金引当特定資産 47,969,890 48,739,870 △ 769,980

　　その他の固定資産 2,531,293,235 2,438,356,344 92,936,891
　　　　水利権 3,000,000 3,000,000 0
　　　　電話加入権 5,961,956 5,961,956 0
　　　　施設利用権 2,014,087 2,227,973 △ 213,886
　　　　ソフトウェア 31,950,287 33,896,054 △ 1,945,767
　　　　有価証券 2,274,163,213 2,171,051,353 103,111,860
　　　　出資金 2,250,000 2,250,000 0
　　　　保証金 518,000 6,740,400 △ 6,222,400
　　　　積立保険料 203,963,412 205,763,348 △ 1,799,936
　　　　協会等預け金 7,472,280 7,465,260 7,020

流動資産 5,167,656,539 5,194,812,357 △ 27,155,818
　　　　現金預金 4,228,075,274 3,951,034,387 277,040,887
　　　　未収入金 723,999,918 768,609,382 △ 44,609,464
　　　　有価証券 184,023,180 420,742,312 △ 236,719,132
　　　　前払金 21,964,582 46,862,295 △ 24,897,713
　　　　貯蔵品 5,894,168 5,125,598 768,570
　　　　仮払金 3,699,417 2,438,383 1,261,034

資産の部合計 73,180,512,401 70,634,480,206 2,546,032,195
負債の部

科                     　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増   　減
固定負債 4,855,694,170 5,050,494,377 △ 194,800,207
　　　　長期借入金 2,780,390,000 3,032,300,000 △ 251,910,000
　　　　退職給与引当金 2,069,449,774 2,008,947,273 60,502,501
　　　　長期未払金 5,854,396 9,247,104 △ 3,392,708

流動負債 3,243,215,028 3,164,407,913 78,807,115
　　　　短期借入金 251,910,000 251,910,000 0
　　　　未払金 477,253,595 536,205,669 △ 58,952,074
　　　　前受金 2,070,753,400 2,025,924,300 44,829,100
　　　　預り金 443,298,033 350,367,944 92,930,089

負債の部合計 8,098,909,198 8,214,902,290 △ 115,993,092
純資産の部

科                     　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増   　減
基本金 71,247,039,990 70,980,983,523 266,056,467
　　　　第１号基本金 70,335,039,990 69,468,983,523 866,056,467
　　　　第２号基本金 0 600,000,000 △ 600,000,000
　　　　第３号基本金 28,000,000 28,000,000 0
　　　　第４号基本金 884,000,000 884,000,000 0
繰越収支差額 △ 6,165,436,787 △ 8,561,405,607 2,395,968,820
　　　　翌年度繰越収支差額 △ 6,165,436,787 △ 8,561,405,607 2,395,968,820
純資産の部合計 65,081,603,203 62,419,577,916 2,662,025,287
負債及び純資産の部合計 73,180,512,401 70,634,480,206 2,546,032,195

貸　 借 　対 　照 　表
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注記 

１． 重要な会計方針 

 （１）引当金の計上基準 

    徴収不能引当金 

      未収入金の徴収不能に備えるため、一般債権については徴収不能実績率により、徴収不能懸念債権

については個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。 

    退職給与引当金 

大学及び短大の教職員並びに、高等学校以下の職員に係る退職給与引当金については、期末要支給

額 2,840,453,300 円の 100％を基にして、私立大学退職金財団に対する掛金の累計額と交付金の累計

額との繰入調整額を加減した金額を計上している。高等学校以下の教員に係る退職給与引当金につい

ては、みなし退職年齢未満の者は、期末要支給額が（公社）静岡県私学協会及び（公財）静岡県私立

幼稚園退職基金財団よりの交付金と同額であるため、退職給与引当金は計上していない。みなし退職

年齢以上の者は、期末要支給額を計上している。 

役員退任慰労金支給に備えるため、期末要支給額 109,618,794 円の 100％を計上している。 

 （２）その他の重要な会計方針 

    有価証券の評価基準及び評価方法 

     移動平均法に基づく原価法である。 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引の処理方法 

      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、リース契約１件当たりのリース料総額が３００万円以下のものについて、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっている。 

    預り金その他経過項目に係る収支の表示方法 

     預り金（修学旅行預り金は除く）及び仮払金に係る収入と支出は相殺して表示している。 
 
２． 重要な会計方針の変更等 

該当なし 
 

３．減価償却額の累計額の合計額 27,397,441,023 円  

    
４．徴収不能引当金の合計額  278,932 円  

    
５．担保に供されている資産の種類及び額   

   担保に供されている資産の種類及び額は次のとおりである。 

土       地  4,916,927,105 円  

建    物  3,925,603,264 円  
 

６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額     3,055,481,315 円 
 

７.当該会計年度の末日において第 4 号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策 

第 4 号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。 
 

８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項 

  (１)有価証券の時価情報 

①総括表                                            (単位：円) 

 
当年度（令和５年３月３１日） 

貸借対照表計上額 時 価 差 額 

時価が貸借対照表計上額を超えるもの  3,355,856,940   6,555,873,266   3,200,016,326  

（うち満期保有目的の債券） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) 

時価が貸借対照表計上額を超えないもの  16,485,468,926   15,663,152,500   △822,316,426  

（うち満期保有目的の債券） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) 

合  計  19,841,325,866   22,219,025,766   2,377,699,900  

（うち満期保有目的の債券） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) 

時価のない有価証券  5,430,000  
 

有価証券合計  19,846,755,866  

 

 

 

 



 

 

②明細表                                            (単位：円) 

種      類 
当年度（令和５年３月３１日） 

貸借対照表計上額 時 価 差 額 

債券  17,989,116,007   17,185,868,500   △803,247,507  

株式  0   0   0  

投資信託  1,852,209,859   5,033,157,266   3,180,947,407  

貸付信託  0   0   0  

その他  0   0   0  

合  計  19,841,325,866   22,219,025,766   2,377,699,900  

時価のない有価証券  5,430,000  
 

有価証券合計  19,846,755,866  

 

 (２)所有権移転外ファイナンス・リース取引 

      通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引 

リース資産の種類 リース料総額  未経過リース料期末残高  

教育研究用機器備品 38,899,775 円  11,058,484 円  

 

         

(３)関連当事者との取引 

    当法人は日本私立学校振興・共済事業団からの借入（期末残高  88,850,000 円）に対して 

   理事長 木宮健二より債務保証を受けている。なお、保証料の支払は行っていない。 

 


